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会話の流れの可視化によるビデオ会議への効果
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概要：ビデオ会議システムの普及により，遠隔で会議を行う場面が以前より増加している．遠隔・対面問わ
ず，会議では参加者全員の意見を満遍なく取り入れるためにも，参加者全員に発言の機会を提供すること
が重要であると考えられる．しかし，対面会議に比べて，ノンバーバル情報が伝わりにくいビデオ会議で
は誰から誰に対してどの程度発言が行われたか把握しにくいため，ファシリテータから一般参加者へ発言
機会の提供が十分になされていない可能性がある．この問題の解決を目指し，我々はビデオ会議における
会話の流れを有向グラフを用いてリアルタイムに可視化するシステムを提案する．この提案システムがビ
デオ会議にもたらす効果を実験を通じて検証を行った．実験結果から，提案手法による会話の流れの可視
化で，会議参加者が誰から誰に対してどの程度発言が行われていたか把握しやすくなることが確認された．
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Abstract: With the widespread of videoconferencing systems, we have more opportunities to participate re-
mote meetings than before. Regardless of remote meeting or face-to-face meeting, it is important to provide
each participant with an opportunity to express her/his opinion in order to reflect opinions of all the partic-
ipants in the outcome of the discussion. However, many facilitators tend to fail to provide participants with
opportunities for expressing their opinions, because it is difficult to know who spoke to whom and how much
in remote settings where non-verbal information is difficult to convey. To address this issue, we propose a
system that visualizes the flow of conversation in a videoconference in real time. We conducted an evaluation
task, confirming that the proposed system could support users to understand who spoke to whom and how
much in videoconferences.
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1. はじめに

ビデオ会議システムが普及するにつれ，遠隔で会議をす
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る機会が増えてきている．遠隔・対面問わず，会議では参

加者全員の意見を満遍なく取り入れるためにも，参加者全

員に発言の機会を提供することは重要であると考えられ

る．会議の場で誰から誰に対してどの程度発言が行われた

か可視化されていると，次のような効果が得られることが

期待され，参加者全員が発言の機会を得られるようになる

と考えられる．

• ファシリテータが，誰に対して発言権を与えるべきか
判断する際の目安を得られるようになる．

• ファシリテータが，意見のやりとりが少ない参加者の
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組を把握できるようになる．

• 一般参加者が，自他の発言量を意識するようになる．
対面会議では参加者の顔の向きや座席の位置関係から，

誰から誰に対してどの程度発言が行われていたか把握する

ことは容易であると考えられる．しかしながらビデオ会議

では，参加者が誰に顔を向けているか分かりにくい．加え

て，典型的なビデオ会議システムでは，直近の話者が画面

上の目立つ位置に自動的に配置される．これらのことから

誰から誰に対してどの程度発言が行われていたか把握する

ことは困難であると考えられる．ビデオ会議において誰か

ら誰に対する発言がどの程度行われているかという情報

は，ファシリテータが，自分と参加者間でしか会話をして

いないことに気づいてその状況を修正したり，直接会話を

していない参加者同士の会話を促して人間関係の醸成を

狙ったりするために利用すると考えられる．もし，誰から

誰に対する発言がどの程度行われているか，ファシリテー

タが把握できなかった場合，特定参加者間での会話が会議

の大半を占めてしまい，全員が話し合うことで創出される

はずだったアイデアが得られなかったり，参加者間の人間

関係の構築が十分に行えなかったりするという問題が生じ

ると考えられる．

そこで，我々はビデオ会議で誰から誰に対してどの程度

発言が行われていたか把握しにくいという問題を解決する

ため，ビデオ会議における会話の流れを有向グラフを用い

てリアルタイムに可視化するシステムを提案する [1], [2]．

このシステムは参加者の発言に応じて，参加者の発言を表

すエッジを有向グラフ上に追加することで，会話の流れと

発言量を可視化するものである．

本稿では，提案システムがビデオ会議に与える効果を検

証するために行った実験とその結果について報告する．

2. 関連研究

2.1 会議参加者の行動を分析する研究

会議参加者の発言の意図を推定する試み [3]やファシリ

テータの行動の分析・分類 [4], [5]などが存在する．これら

の研究をもとに，システムによって人と同程度，あるいは

それ以上の会議の円滑化がなされるようになると期待され

る．実際にシステムが会議のファシリテータを務めている

研究 [6], [7]も存在しており，システムによる参加者に向け

た指示によって，参加者の参加度に影響を与えたことが示

唆されている [6]．Limayemの研究 [7]では，学生を対象と

して人間のファシリテータによる会議の円滑化とシステム

による会議の円滑化の比較を行っている．実験結果からは

システムも人と同程度の会議の円滑化が行えるか検証され

ている．

2.2 会議参加者の行動を可視化する研究

会議において参加者全員の意見が取り入れられず，少数

の意見のみで会議が進行するのは好ましくないと考えら

れる．これに対し参加者の会議への参加度をグラフや数値

を用いて可視化することで発言・参加度の均等化を図る研

究 [8], [9], [10], [11]がある．研究 [8]では，参加者の会議へ

の参加度，ターンテイキング，笑顔の数，発言の衝突数を

可視化している．可視化は，参加度，ターンテイキングな

ど可視化する対象にあわせて，円グラフや棒グラフといっ

た形式で行われている．検証実験では提案システムによる

参加者の会議への参加度に影響を与える効果，ポジティブ

な感情に影響を与える効果，自身の発言スキルを意識させ

る効果が明らかになった．研究 [9]では，提案システムが

参加者の発言を記録し，それをもとに参加者のスコアを計

算している．このスコアは参加者それぞれが所持するタブ

レット端末上に表示される．提案システムの効果を検証す

るために行われた実験では，参加者の発言量を均等化する

効果が確認された．研究 [10]は，参加者の会議への参加度

をタブレット端末上に表示するシステムを提案している．

表示の際には参加者を表す四角形および会議参加度の重心

を表す円が用いられる．重心を表す円が全参加者の四角形

から等距離に位置されるよう参加者に意識させることで，

参加度の均等化を図っている．検証実験では提案システム

による発言の衝突機会の減少が確認された．研究 [11]で

は，参加者の会議への参加度を棒グラフで可視化し，それ

を空間内のディスプレイ上に投影している．検証実験から

は，可視化による参加者間の信頼関係の発展への影響が確

認された．研究 [8], [9], [10], [11]だけでなく会議参加者の

行動の可視化が注目され数多く行われている．参加者の発

言時間のほかに発言回数，発言率，無音率，ターンテイク

数 [12]，発言速度 [13], [14]，発言内の単語 [14], [15]といっ

たものが可視化に用いられている．発言回数，発言率，無

音率，ターンテイク数を可視化した研究 [12]では，可視化

にグラフを用いており，各参加者の会議における行動を一

目で把握することができる．検証実験では参加者の主観的

評価と議論状況の間に相関が認められた．発言速度を可視

化した研究 [13]では，ネイティブスピーカと非ネイティブ

スピーカが混在する会議においてネイティブスピーカに自

身の発言速度を意識させる効果が確認された．

会議後の分析や振り返りを目的としてダイジェスト動

画 [16]を作成する試みやネットワーク形式で会議参加者の

行動をグラフ化 [17]する試みも存在する．

3. 研究課題

Sacksらの研究 [18]より，コミュニケーション時に発言

が衝突すると，ユーザは発言を諦めてしまう傾向にあるこ

とが報告されている．多様なモダリティ（例：アイコンタ

クト）が用いられる対面会議に比べ，ノンバーバル情報が

欠落しやすいビデオ会議では，会議参加者は発言の衝突を

恐れ，発話交替を能動的に行うことを避ける傾向にあると
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考えられる．ファシリテータに名指しされないと発言しな

い参加者が生じる．その結果，全員が直接意見を交わし合

うことが望ましい会議においても，特定参加者間（典型的

には，ファシリテータ・各参加者間）での会話が会議の大

半を占めてしまうようになる．これにより，全員が話し合

うことで創出されるはずだったアイデアが得られなかった

り，参加者間の人間関係の構築が十分に行えなかったりす

るという問題が生じる可能性がある．加えて，典型的なビ

デオ会議システムでは，発言が行われるたびに参加者映像

の配置が更新され，位置関係から誰から誰に対してどの程

度発言が行われていたか把握しておくことができず，ファ

シリテータは適切に会議進行を行えなくなる恐れがある．

このように，参加者全員が話し合うことが望ましい会議に

おいては，ファシリテータが会議進行を適切に行えるよう，

誰から誰に対してどの程度発言が行われていたか把握でき

るようにする必要があると考えられる．ここで，既存研究

で行われているようにシステムが参加者の行動を分析し，

ファシリテータを担うことも可能であるが，人間のファシ

リテータと同程度に会議を円滑化できる技術は我々が知る

限り存在しない．参加者の行動を可視化することで，発言

量の均等化を図ることもできる．しかしながら，既存研究

では各参加者間の発言量までは分からないため，参加者全

体としては発言量を均等化できたとしても，ある参加者間

では意見のやりとりがまったく行われない状況が生じてし

まう可能性がある．その結果，全員が話し合うことで創出

されるはずだったアイデアが得られなかったり，参加者間

の人間関係の構築が十分に行えなかったりすると考えられ

る．このため，会議参加者間の発言の関係を可視化する必

要があると考えられるが，既存研究のターンテイキングの

可視化では話者交代の順番・回数は把握できても，その 2

者間の発言量までは把握しにくいままである．会議時の参

加者の詳細な行動を確認できる研究もあるが，確認できる

のは会議後であり，会議中にはこの問題の解決を図れない．

このように，既存研究ではビデオ会議における誰から誰に

対してどの程度発言が行われていたか把握しにくいという

問題を解決するのに十分である研究は見受けられない．

そこで我々は，ビデオ会議において，誰から誰に対して

どの程度発言が行われていたか，参加者が把握しやすくす

ることを研究課題として設定する．研究対象とする会議は

参加者の活発な意見の創出が望ましい，創造会議とする．

4. 提案手法

3 章で設定した研究課題を達成するためには，会議参加

者が誰に対して発言を行ったかと，各参加者間の発言量を

表現する必要がある．我々はこれら 2つを可視化する方法

として有向グラフに着目した．有向グラフでは，エッジに

方向があり，エッジの太さによってエッジの表現する対象

の量を表すことができる．我々はそれぞれ，エッジの向き

図 1 提案手法により生成されたグラフ

Fig. 1 Graph generated by the proposed system.

図 2 提案システムの利用例

Fig. 2 An exapmle of using proposed system.

が会議参加者が誰に対して発言を行ったかを，エッジの太

さが発言量を表すことで，研究課題を達成することが可能

であると考えた．

上記の理由から，我々はビデオ会議におけるユーザ間の

会話の流れを，有向グラフを用いてリアルタイムに可視化

するシステムを提案する [1], [2]．このシステムは参加者の

発言に応じて，参加者の発言を表すエッジを有向グラフ上

に追加することで，会話の流れと発言量を可視化するもの

である．有向グラフのノードが会議参加者，有向エッジが

発言を表すものとする．有向グラフは参加者の発言ごとに

リアルタイムに更新される．有向エッジは発言者からその

発言対象となる参加者に向けて描かれる．システムによっ

て描かれるグラフを図 1 に示す．システムはWebアプリ

ケーションであり，ブラウザ上に有向グラフが表示される

図 2．グラフ生成には，Graphvizを利用する．ユーザは有

向グラフを確認することでシステムを利用する．表示され

るグラフは，ファシリテータ・参加者ともに同一であり，

多くの参加者に対して発言を行うほど，グラフの中心に表

示される．提案システムの想定利用人数は，話者間の発言

量・会話の向きの把握が難しくなると考えられる，4人以

上である．
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5. 実装

提案システムは，ユーザが普段使用している既存のビデ

オ会議システムと併用できるよう，専用のビデオ会議シ

ステムとして実装するのではなく，Webアプリケーショ

ンとして実装する．クライアントは Javascript，サーバは

Pythonで実装する．クライアントでは有向グラフの受信・

表示，発言時刻・IPアドレスの送信を行う．サーバでは有

向グラフの作成・送信を行う．グラフの作成には，グラフ

作成ツールGraphviz *1を用いる．5.1 節でクライアントの

実装の詳細を，5.2 節でサーバの実装の詳細を述べる．

5.1 クライアント

クライアントはWebブラウザ上でマイクからユーザの

発言開始時刻・発言終了時刻・発言時間を取得する．音声

を取得した際に，無音区間が 200 msec以下の場合は連続音

声区間として判定する．連続音声区間の開始時刻を発言開

始時刻，終了時刻を発言終了時刻，長さを発言時間とする．

取得した発言開始時刻・発言終了時刻・発言時間をユーザ

が発言を行うたびにサーバへ送信する．サーバからはレス

ポンスとしてグラフ画像が送信される．受信したグラフ画

像はWebブラウザ上に表示される．

5.2 サーバ

サーバはクライアントから発言開始時刻・発言終了時

刻・発言時間を受信する．受信後，グラフの作成を行う．

グラフには，ユーザの名前が中心に記述されたノードを描

画する．ノードの描画後は，グラフに有向エッジを追加す

る．有向エッジの追加処理はクライアントから，発言開始

時刻・発言終了時刻・発言時間を受信するたびに実行され

る．有向エッジの描画は次のように行われる．

まず，エッジの起点については現在の発言者の名前が表

示されているノードとする．

続いて，エッジの終点を決定する．実際の会議における

参加者の発言は直前の発言者のみでなく，過去の一定時間

内の発言者に向けた場合もあると考えられる．このため，

誰から誰に対して発言が行われたかは，現在の発言者が過

去一定時間内の発言者に対して発言を行ったであろうとい

う仮定に基づいて判定する．たとえば，Alice，Bob，Carol

の 3名がいたとして，このとき Aliceが発言をした後 Bob

が発言した場合，Bobは Aliceへ発言したものと見なす．

さらにその後 Carol が発言した場合には Carol は Alice，

Bob両名に向けて発言したものと見なす．上記をふまえ，

過去の一定時間内の発言者の名前が表示されているすべて

のノードをエッジの終点とする．

続いて，エッジで発言量を表現するため，エッジの太さ

*1 https://graphviz.org/

に重みづけを行う．重みづけの際にはユーザの発言時間と

他者の発言からの経過時間を考慮する．発言時間について

は，長い発言と短い発言の会議の場への影響力が等価なも

のであるとは考えにくい．加えて，既存研究においては発

言量を表現するために，発言量の変化に合わせてグラフの

長さ・大きさを変化させている [9], [12]．そこで，本稿にお

いても，発言時間に比例する重みを各エッジに付与する．

他者の発言からの経過時間については，他者の発言の直後

に発言を行うほどその相手に対して発言を行った可能性が

高いと考えられる．このため，他者の発言からの経過時間

が大きくなるほど減衰する重みを付与する．

最後に，サーバは作成したグラフをクライアントへ送信

する．

6. 検証実験

6.1 実験の目的

本実験の目的は，提案手法がビデオ会議に与える影響を

明らかにすることである．具体的には，次の 2つへの影響

を明らかにする．

• ファシリテータの会議の円滑化のしやすさ
• 一般参加者の会議参加

6.2 実験条件

実験はビデオ会議システムを通じて行った．ビデオ会議

システムには Zoomを用いた．実験参加者は 20代の学生

12名であり，男性 11名，女性 1名という内訳であった．

実験参加者には 4名 1組のグループになってもらい，ファ

シリテータ 1名，一般参加者 3名の構成で 1回あたり 20

分間の会議を行ってもらった．全員が 1度はファシリテー

タを担うよう，役割を入れ替えつつ 1グループにつき計 8

回の会議を実施した．提案手法は，発言者に偏りがある会

議における問題の解決を狙うものである．このため，この

ような会議シーンを再現するために，グループ編成の際に

同年齢のみのグループができないようにし，発言しにくい

参加者が生じるようにした．実験参加者間の年の差は最大

2歳であった．会議の議題は 8つ（表 1）用意し，この中

から各会議で重複がないように選択した．本実験では次の

表 1 ビデオ会議の議題

Table 1 Topics of the videoconferencing.

番号 議題

1 ビデオ会議における問題について

2 研究スケジュールの管理方法について

3 聴衆の興味を引く学会発表の仕方について

4 自宅での快適な過ごし方について

5 大地震が起きた後の行動について

6 運動不足の改善について

7 継続する学習方法について

8 対話型エージェントに欲しい機能について
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図 3 ファシリテータの発言時間（sec）（N=12）

Fig. 3 Speaking duration of facilitators (sec) (N=12).

2つの手法を用いた．

ベースライン手法：ビデオ会議システム（Zoom）のみを

用いてビデオ会議を行う．

提案手法：提案手法を用いてビデオ会議を行う．

ベースライン手法では，既存研究で扱われている発言量

に関する情報を参加者に提示しなかった．提案手法では，

ファシリテータ・一般参加者問わず，参加者全員に可視化

内容を表示した．

6.3 実験手順

本実験は，視覚表現がコミュニケーションに与える影響

を分析する既存事例 [9], [10], [11], [13]を参考にして設計

した．具体的には，各手法で異なる条件は提案手法のグラ

フが参照できるか否かのみとし，このグラフを表示するこ

との意図（例：会議進行の円滑化）は実験参加者には秘匿

した．加えて，各実験参加者の話題・手法はランダムに決

定し，話題・手法の順序効果を相殺した．実験手順は次の

とおりである．

Step1：実験者が実験参加者に実験に関する説明を行う．

説明内容は議題，会議時間，役割などである．

Step2：実験参加者はいずれかの手法を用いて 20分間の

会議を行う．

Step3：実験参加者はアンケートに回答する．

Step4：Step 2～3を異なる手法，議題を用いて繰り返す．

Step5：実験参加者の役割を変えて Step 1～3を行う．実

験参加者グループ内の 4名全員がファシリテータの役を担

うまでこの Stepを行う．最終的に，実験参加者はファシ

リテータとして各手法で 1回ずつ，一般参加者として各手

法で 3回ずつ会議に臨んだ．

6.4 実験結果・考察

6.4.1 ファシリテータ

ファシリテータの各手法における発言時間を図 3 に，発

言回数を図 4 に示す．発言回数，発言時間それぞれに対

し，対応のある t検定を行ったものの，有意差は確認されな

かった．提案手法による発言時間・回数の増減に一貫性は

見られず有意差も確認されなかった．しかしながら今回の

実験で，一般参加者が意見を思い浮かばず沈黙が続き，会

図 4 ファシリテータの発言回数（回）（N=12）

Fig. 4 Count of facilitator’s utterance (times) (N=12).

議が停滞するシーンがあった．その場合，ファシリテータ

は発言を促すため意見の整理を行うなどしていた．逆に停

滞することなく会議が進行する議題もあった．この場合で

もファシリテータはファシリテーションを行っていたが，

会議が完全に停滞した場合に比べると発言の機会は減って

いたように感じられた．このように，意見が思い浮かびや

すい議題かどうかがファシリテータの発言時間・回数の増

減に影響を与えた可能性が考えられる．

ファシリテータへのアンケートの回答結果を図 5，図 6，

図 7，図 8，図 9 に示す．回答結果に対してはすべて

Wilcoxonの符号順位検定を行っている．Q1へ 4以上（感

じた，とても感じた）の回答をした実験参加者の割合は，

ベースライン手法で 50%，提案手法で 83%であった．手法

間には 5%水準で有意差が確認された．Q2へ 4以上の回

答をした実験参加者の割合は，ベースライン手法で 42%，

提案手法で 67%であった．手法間には 5%水準で有意差が

確認された．Q3へ 4以上の回答をした実験参加者の割合

は，ベースライン手法で 33%，提案手法で 58%であった．

手法間に有意差は確認されなかった．Q4へ 4以上の回答

をした実験参加者の割合は，ベースライン手法で 17%，提

案手法で 75%であった．手法間には 5%水準で有意差が確

認された．Q5へ 4以上の回答をした実験参加者の割合は，

ベースライン手法で 25%，提案手法で 83%であった．手法

間には 5%水準で有意差が確認された．

Q1の結果から，提案手法の方がファシリテータは会議が

円滑に進んだと感じたことが確認された．Q2の結果から

はファシリテータの自己評価が上がることも確認された．

一方で，Q4，5の結果から提案手法により，誰から誰に対

してどの程度発言が行われたか把握しやすくなったにもか

かわらず，Q3の会議の進行を楽に行えたかという問いには

手法間で有意差は確認されていない．このことから，ファ

シリテータは誰に話を振るのか決定する際の目安を得られ

たとしても会議進行が楽になったと感じるとは限らないと

考えられる．この原因としてファシリテータが会議進行の

ための目安を得てから，実際に誰に話を振るか決定するプ

ロセスに負担を感じた可能性がある．実際のファシリテー

タへのヒアリングからも “可視化により誰に発言を振るか

目安を得られた”という意見が得られた．加えて，“目安
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図 5 Q1：会議は円滑に進んだと感じましたかの回答結果（N=12）

Fig. 5 Distribution of responses to Q1 (N=12).

図 6 Q2：うまく会議進行を行えたと感じましたかの回答結果

（N=12）

Fig. 6 Distribution of responses to Q2 (N=12).

図 7 Q3：会議の進行は楽に行えたと感じましたかの回答結果

（N=12）

Fig. 7 Distribution of responses to Q3 (N=12).

図 8 Q4：参加者の発言の発言量を把握できたと感じましたかの回

答結果（N=12）

Fig. 8 Distribution of responses to Q4 (N=12).

は得られたものの誰に発言を振るかは負担と感じた”とい

う意見も得られている．このため，発言の少ない，参加者

ノードや参加者間のエッジを強調表示するなど，システム

側が話を振る対象を提案することで初めて，ファシリテー

タは会議進行を楽だと感じるようになるのではないかと考

図 9 Q5：会議中，誰から誰に対して発言が行われているか把握で

きたと感じましたかの回答結果（N=12）

Fig. 9 Distribution of responses to Q5 (N=12).

図 10 実験時に生成されたグラフ

Fig. 10 Graph generated by the proposed system in the exper-

iment.

えられる．

アンケートの自由記述からは，“一般参加者が参加者全

員に向けて発言することが多いと感じたが，一般参加者 2

者間での会話は少ないと感じた”，“一般参加者同士の会話

が少ないため，あえて名指しをせず一般参加者全員に呼び

かけた”，という意見が得られた．後者のコメントを記述

したファシリテータは基本的には必ず指名を行い，発言を

促すファシリテーションスタイルであったが，提案手法条

件では指名を行わない場合が何度か確認された．このこと

から提案手法によってファシリテータに気づきを与えるこ

とができ，さらには普段と異なるファシリテーション行動

を促したことが確認できる．このように，会話の流れの可

視化はただファシリテータの会議進行の目安になるだけで

なく，ファシリテータの会議進行に新たな可能性をもたら

すこともあると期待される．

参加者の発言ごとに更新されるグラフをリアルタイムに

提示することで，発言の少ない・行われていない参加者間で

の発言をファシリテータが促す動きが確認された．図 10

は，実験時のある会議の開始から 5分後（左）・20分後（右）

に描かれたグラフである．グラフからは，会議開始 5分後

ではほとんどのエッジがファシリテータと一般参加者間に

あるが，会議開始 20分後では，一般参加者間のエッジが
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図 11 一般参加者の発言時間（sec）（N=36）

Fig. 11 Speaking duration of general participants (sec)

(N=36).

図 12 一般参加者の発言回数（回）（N=36）

Fig. 12 Count of general participant’s utterance (times)

(N=36).

増加していることが確認できる．実際に，この会議のファ

シリテータを務めていた実験参加者は，実験後のヒアリン

グで “可視化内容を確認したことで，全員に双方向の矢印

が出ることを目指して話を振った”と述べていた．さらに，

ベースライン手法使用時の様子を人手で分析したところ，

全発言の 80.24%がファシリテータと一般参加者間で行わ

れていた．一方，話し合っている参加者の組の偏りを明示

化する提案手法使用時は，ファシリテータと一般参加者間

の発言は全発言の 63.63%にとどまった．提案手法で，会

議中の各時点における参加者間の発言状況を明示的に表示

したことにより，ファシリテータが話し合っている参加者

の組の偏りをリアルタイムに把握できたため，このような

効果が得られたのではないかと考えられる．

今回，実験参加者へのヒアリングから，グラフ表示に対

する不都合は確認されなかったものの，今後，より妥当な

表示方法がないか検討を続ける必要がある．

6.4.2 一般参加者

一般参加者の各手法における発言時間を図 11 に，発言

回数を図 12 に示す．全実験参加者（12名）は一般参加

者として 3回会議に臨んでおり，各回でシステムにより発

言時間，発言回数が記録されている．発言回数，発言時間

それぞれに対し，実験参加者，実験回数を対応させたうえ

で，t検定を行った．具体的には，同一実験参加者の同一実

験回数における，ベースライン手法と提案手法のデータを

対応させている．検定の結果，発言時間，発言回数それぞ

れについて有意差は確認されなかった．ただし，アンケー

トの自由記述からは提案システムによって自分から話そう

という気になった人がいることが確認された．このことか

ら，各ユーザの発言時間，発言回数を提案システムにより

増やすことができると考えられる．発言しようという意欲

にとどまり，発言を行わなかった理由について今後調査を

行い，この問題を解決する手法について検討していく．

一般参加者へのアンケートの回答結果を図 13，図 14，

図 15，図 16，図 17，図 18 に示す．全実験参加者（12

名）は一般参加者として 3回会議に臨んでおり，各回でア

ンケートへの回答を行っている．回答結果に対してはすべ

てWilcoxonの符号順位検定を行っている．Q1へ 4以上

（感じた，とても感じた）の回答をした実験参加者の割合

は，ベースライン手法で 58%，提案手法で 89%であった．

手法間には 1%水準で有意差が確認された．Q2へ 4以上の

回答をした実験参加者の割合は，ベースライン手法で 69%，

提案手法で 89%であった．手法間には 5%水準で有意差が

確認された．Q3へ 4以上の回答をした実験参加者の割合

は，ベースライン手法で 75%，提案手法で 86%であった．

手法間に有意差は確認されなかった．Q4へ 4以上の回答

をした実験参加者の割合は，ベースライン手法で 28%，提

案手法で 50%であった．手法間には 1%水準で有意差が確

認された．Q5へ 4以上の回答をした実験参加者の割合は，

ベースライン手法で 17%，提案手法で 50%であった．手法

間には 1%水準で有意差が確認された．Q6へ 4以上の回答

をした実験参加者の割合は，ベースライン手法で 25%，提

案手法で 42%であった．手法間には 1%水準で有意差が確

認された．

Q1から提案手法の方が会議は円滑に進んだと感じるこ

とが確認された．Q2から提案手法の方でより，ファシリ

テータがうまく会議進行を行えていたと感じることが確認

された．Q3の発言の機会が満足に与えられたかではベー

スライン手法，提案手法で有意差が確認されなかった．こ

の結果の原因として，会議人数の少なさが考えられる．会

議人数に関しては，1グループ 4名ということで多くはな

い．ファシリテータがある程度ファシリテーションを行え

ば十分に発言権が与えられる人数であると考えられる．こ

のため，今後会議人数を増やして検証を行う必要性がある

と考えられる．Q4，Q5から一般参加者は提案手法で，よ

り自他の発言量を意識したことが確認された．アンケート

の自由記述では “自分の発言量が他者に比べて少ないのを

確認し，発言に積極的になった”，“他者の発言量が自分に

比べて少なかったため，発言を控えた”という意見が確認

された．他者の発言量と自分の発言量の比較が一般参加者

の意識に変化をもたらしたことが確認された．しかしなが

ら，“自他の発言量を意識したが，行動に変化はなかった”

という意見も確認されている．Q6から誰から誰に対して

発言が行われているのかは提案手法の方でより意識したこ

とが確認された．
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図 13 Q1：会議は円滑に進んだと感じましたかの回答結果（N=36）

Fig. 13 Distribution of responses to Q1 (N=36).

図 14 Q2：ファシリテータはうまく会議進行を行えていたと感じ

ましたかの回答結果（N=36）

Fig. 14 Distribution of responses to Q2 (N=36).

図 15 Q3：ファシリテータから満足に発言機会を与えられたと感

じましたかの回答結果（N=36）

Fig. 15 Distribution of responses to Q3 (N=36).

図 16 Q4：自分の発言量を意識しましたかの回答結果（N=36）

Fig. 16 Distribution of responses to Q4 (N=36).

6.5 既存研究との比較

提案手法の有効性を確認するため，既存の参加者の行動

を可視化する研究との比較を行う．研究 [12] では，アン

ケートより発言率が低い人へ話を振るという効果が示唆さ

れていた．これに対し，我々の提案手法を用いた実験結果

からも，ファシリテータが発言量の低い参加者を確認し，

図 17 Q5：他者の発言量を意識しましたかの回答結果（N=36）

Fig. 17 Distribution of responses to Q5 (N=36).

図 18 Q6：会議中，誰から誰に対して発言が行われているか意識し

ましたかの回答結果（N=36）

Fig. 18 Distribution of responses to Q6 (N=36).

話を優先的に振ったという意見が得られている．これは両

研究の共通項である，発言量を可視化したことによる効果

であると考えられる．

一方で，我々の提案手法では話し合っている参加者の組

の偏りを明示化したことでファシリテータがこの偏りを意

識し，軽減しようとする効果が確認されている．先述のよ

うに，発言量の可視化のみでも，発言の少ない参加者は把

握できる．しかしながら，発言の少ない参加者の組を把握

することは，発言量のみの可視化では難しいことだと考え

られる．

6.6 提案システムによる弊害

本稿の提案システムによる，ビデオ会議への弊害を視認

性の観点から議論する．提案システムのウインドウを PC

画面上に表示することにより，ビデオ会議システムのウイ

ンドウが小さくなる．これにより，参加者の顔映像も小さ

くなるため，参加者映像の視認性が低下することが予想さ

れる．加えて，可視化されたグラフを注視することで，他

参加者の頷きや身振り手振りなどの反応を見逃す可能性が

ある．

7. 制約

本研究には，(1)有向グラフのエッジの正確性，(2)同時

利用可能人数に関する制約がある．(1)有向グラフのエッ

ジの正確性については，エッジの終点・太さを決定する際，

発言者は過去一定時間内に発言した人に対して発言したと

いう仮定に基づいている．実際，6.3節の手順で実施した
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全 120件（240分間）の会議内容を人手で分析したところ，

ある話者の発言が，直前の話者だけに向けられたケースは

約 69%，直前の話者よりも前の話者達に向けられたケース

は約 18%，全員に向けられたケースは約 13%であった．こ

の結果から，提案手法によるエッジの終点・太さの決定方

法には一定の妥当性があると考えられる．しかしながら，

これは確率的なアプローチであり，現在話者が誰に向けて

話しているか正確に判定できているわけではない．(2)同

時利用可能人数については，現時点では 1度描画したエッ

ジは消えないため，会議参加者が多い（おおむね 10名以

上）場合にはグラフがエッジだらけになってしまい視認性

が低下してしまう．古いエッジを非表示にするなどの工夫

の余地がある．

8. おわりに

本稿では会話の流れを有向グラフを用いてリアルタイム

に可視化するシステムを提案し，ビデオ会議に与える影響

の調査を行った．実験結果から提案手法によって，ファシ

リテータが誰から誰に対してどの程度発言が行われている

か把握しやすくなり，会議の円滑化への自身および他者か

らの評価が高くなる効果が確認された．同様に，一般参加

者が誰から誰に対してどの程度発言が行われているか把握

しやすくなる効果が確認された．一方で，ファシリテータ

が楽に会議進行をできるようにする必要や，会議人数が増

えた際に，今回確認された提案手法の効果と差異が生じる

か検証すべきことが明らかになった．そこで，今後はファ

シリテータが楽に会議進行を行えるようにするには何を行

えばよいか検討し，システムの改良を行ったうえで，より

多くの人が参加するビデオ会議における，提案手法の効果

を検証していく予定である．
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